












市町名 

補助・交付金 地方債 地方交付税 

合併補助・交付金 合併特例債 普通交付税 特別交付税 

国 県 建設事業 基金造成 合併補正 合併算定替 合併支援 

いなべ市 4.8 7.0 117.8 24.7 5.0 170.3 7.8 

志摩市 5.7 8.0 201.4 31.3 6.9 215.5 8.3 

伊賀市 7.5 9.0 241.5 33.3 12.1 268.2 7.0 

桑名市 6.0 6.0 133.2 15.2 9.9 139.3 5.1 

松阪市 7.8 8.0 190.9 － 16.5 254.1 7.0 

亀山市 2.4 5.0 60.3 12.9 3.4 60.0 4.3 

四日市市 4.5 5.0 173.9 31.4 16.2 86.9 4.4 

大紀町 2.1 6.0 40.3 14.5 1.9 68.5 5.7 

南伊勢町 2.4 5.0 28.1 11.0 1.8 40.7 6.5 

紀北町 3.0 5.0 27.4 10.3 2.0 40.4 6.6 

伊勢市 6.3 7.0 173.9 31.9 11.6 173.2 6.8 

熊野市 2.1 5.0 30.0 9.5 2.1 31.6 4.1 

津 市 13.5 13.0 192.6 38.0 30.0 511.0 12.0 

多気町 2.4 5.0 13.5 － 1.8 46.2 5.3 

紀宝町 1.4 5.0 22.3 10.2 1.6 38.0 5.2 

大台町 1.3 5.0 34.7 8.6 1.6 39.1 5.2 

合 計 73.2 104.0 1,681.9 282.5 124.4 2,183.0 101.3 

合併団体に対しては、 
 国庫補助金、県交付金、交付税措置が有利となる合併特例債といった財政支援メニューに加え、 
 合併算定替等による地方交付税においても財政的に支援 
 
 

 財政特例措置を活用して、様々な課題に対応 

（４）財政特例措置の状況 

（H27.3月末時点、単位：億円） 

５ 

※平成26年度の合併特例債は、発行予定額で計上している。 





 ○合併によるサービスの選択肢の増加・充実 
 
 
   【主な事例】 
   ①利用可能な公共施設の選択肢の増加 
   ②公共交通（コミュニティバス、乗合タクシー等）の充実 
 
 
 
 
 ○合併を契機に住民の意見を把握するための組織を設置 
 
 
   【主な事例】 
   ①地域住民からの意見の把握し、施策に反映するための部署の新設 
   ②まちづくりに関する協議会を合併後全地区に設置 
 
 
 ○合併協議の中で議論されたことを契機として条例を制定 
 
 
   【主な事例】 
   ①市民、議会、行政の役割と責務を規定した自治基本条例による住民主体のまちづくり 
 

（２）利便性の向上 

（３）地域コミュニティ、市民活動の振興 

７ 



 ○合併による地域資源の有効活用 
 
   【主な事例】 
   ①県内シェア１位になった農水産物のブランド化によるイメージアップ 
   ②観光資源の一体的なＰＲ、旧市町の特産品の組合せによる販売強化 
 
 
 
 ○合併による広域的な視点での施設等の整備、集約 
 
   【主な事例】 
   ①新ごみ処理施設の建設によるごみ処理の一元化 
   ②簡易水道の浄水場整備や配水管改良による安全・安心な水を全域に供給 
  
 
 
 ○規模の拡大による効果的かつ安定的な行財政運営の実施 
 
   【主な事例】 
   ①大規模施設や道路整備などの様々な行政ニーズに対応 
 
 ○合併を契機とした積極的な行財政改革の推進 
 
   【主な事例】 
   ①人件費の削減や組織の効率化、財政調整基金残高の積み増し   

（４）知名度向上、イメージアップ 

（５）広域的なまちづくり 

（６）行財政基盤の強化 

８ 





（３）住民の声が届きにくくなる 

（４）地域の歴史、文化、伝統等が失われる 

（５）サービス水準が低下し、又は住民負担が重くなる 

１０ 

○支所となり職員が現場の地域事情に精通していないため、住民ニーズへの理解の不足 
 
 
  【主な事例】 
   ①首長による直接対話の機会の確保、政策提案箱・移動支所の設置 
   ②住民の声を施策に反映する仕組みの充実 
 

○旧市町村単位で取り組んでいた文化振興施策の見直し、若者の流出等による担い手不足 
 
  
 【主な事例】 
  ①各地域の歴史・文化等のホームページでの情報発信、歴史文化遺産を活用した観光振興 
  ②定住対策や少子化対策による担い手不足の解消への取組 

○職員数が減少したことによるサービス低下の印象、支所窓口での可能な手続きが限定的、 
 各種料金が統一されたことによる住民の負担感の増加 
  
   【主な事例】 
  ①サービス水準は高い方に、住民負担は低い方に合わせた 
  ②サービス水準の維持、サービスの選択と集中、住民負担の見直しの検討 



（６）新市町として一体性が確立できない 

（７）重複する公共施設の有効利用ができない 

（８）財政特例措置終了後の行財政運営が厳しい 

１１ 

○行政区域が広く一体性を保つことが難しい、現在も残る合併前の地域間意識 
 
 
  【主な事例】 
   ①新市町記念式典等のイベント開催 
   ②新たな地域資源の掘り起こし、地域資源の一体的なPR 

○公共施設の老朽化や合併前後に建設した施設の維持管理費の増大 
 
 
  【主な事例】 
   ①公共施設の再編・統合、再配置、ＰＦＩ等による民間活用、他用途への有効活用等の検討 
 

○今後の厳しい財政状況を見据えた簡素で効率的な行財政運営への転換 
 
   
  【主な事例】 
   ①住民ニーズを踏まえたメリハリのある行政サービスの提供 
   ②自主財源の確保、広域での事務の共同処理や自治体間連携等による持続可能な行財政 
         運営 
 




